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表紙

証券コード：4092

第168期　定時株主総会
招集ご通知
開催日時
2026年６月26日（金曜日）午前10時

開催場所
東京都江東区亀戸九丁目11番１号
当社本店　研究棟記念ホール

議　　案
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を

除く。）2名選任の件
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株主各位

証券コード　4092
2026年６月５日

（電子提供措置の開始日2026年６月４日）
株 主 各 位

東京都江東区亀戸九丁目11番１号

代表取締役 棚 橋 洋 太

当社ウェブサイト https://www.nippon-chem.co.jp

東京証券取引所ウェブサイト
（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第168期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第168期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し

あげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しております。いず
れかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主関連情報」「株主インフォメーシ
ョン」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日本化学工業」又は「コード」に
当社証券コード「4092」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日のご出席に代えて、書面（郵送）又はインターネット等により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年6月25日（木曜日）午後5
時45分までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都江東区亀戸九丁目11番１号

当社本店　研究棟記念ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第168期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類
監査結果報告の件

２. 第168期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名選任の件

記

以　上

株主総会に関するご留意事項
１. 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示
がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

２. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト及び東京証券取
引所ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

３. 書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいた
しますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いてお
ります。
①事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」「会社の支配に関す
る基本方針」「剰余金の配当等の決定に関する基本方針」
②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人
が会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であ
ります。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案の賛否をご
表示のうえ、切手を貼らずにご投函
ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

行使期限 行使期限 日　時

2026年６月25日（木曜日)
午後５時45分到着分まで

2026年６月25日（木曜日)
午後５時45分入力完了分まで

2026年６月26日（金曜日)
午前10時

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に反対する場合 「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号をご記入ください。

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力するこ
となく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワー
ド」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力
「ログイン」を
クリック

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

(通話料無料／受付時間 ９：00～21：00)
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 4 －
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剰余金の処分の件

第１号議案 剰余金の処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式１株につき金 60円
配当総額 520,605,060円

※なお、中間配当金60円を加えた当期の年間配当金は、１株当たり120円となります。

剰余金の配当が効力を生じる日 2026年6月29日

株主総会参考書類
議案及び参考事項

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案し、以下のとおりと
いたしたいと存じます。

－ 5 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名選任の件

候補者番号 氏　名 当社における地位・担当

1 たな

棚
はし

橋
 

　
ひろ

洋
た

太 代表取締役社長
取締役会議長、経営会議議長 再 任

　

2 あい

愛
かわ

川
 

　
ひろ

浩
よし

功 取締役兼常務執行役員兼生産技術本部管掌
兼研究開発本部管掌 再 任

　

再 任
　

再任取締役候補者

　本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案に
おいて同じです。）２名全員が任期満了となりますので、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存
じます。
　なお、本議案については、代表取締役社長と3名の社外取締役（独立役員である監査等委員）で構
成される指名・報酬委員会の審議を経て、株主総会付議議案として取締役会で決定しております。ま
た、監査等委員会で検討がなされましたが、特段指摘すべき点はございませんでした。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 6 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

候補者番号

1 たな

棚 
はし

橋
 

　
ひろ

洋 
た

太（1976年3月13日生）
所有する当社の株式数……………… 32,179株
取締役会出席状況…………………… 16/16回
　　

再 任
　

［略歴、当社における地位及び担当］
    2000年    4 月 住友スリーエム㈱（現スリーエ

ムジャパン㈱）入社
    2007年    2 月 当社入社
    2008年    6 月 当社有機事業本部付部長
    2009年    7 月 当社営業本部副本部長
    2011年    4 月 当社執行役員兼経営企画室長
    2012年    6 月 当社取締役兼常務執行役員兼営

業本部長

    2014年    4 月 当社取締役兼専務執行役員兼経
営企画室、事業推進本部及び営
業本部担当

    2015年    6 月 当社代表取締役兼専務執行役員
兼経営企画室、事業推進本部及
び営業本部担当

    2017年    4 月 当社代表取締役社長
取締役会議長、経営会議議長
（現在に至る）

［重要な兼職の状況］
京葉ケミカル㈱代表取締役

取締役候補者とした理由
　棚橋洋太氏は、営業部門及び経営企画部門等の業務経験と豊富な経営経験を有しております。ま
た、社内の各種会議等において、経営を統括する立場からの積極的な意見、提言を行っております。
当社は、引き続き同氏の経験等を経営の監督に活かしたいため、取締役候補者としております。

　

－ 7 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件

候補者番号

2 あい

愛
 

 
かわ

川
 

　
ひろ

浩
 

 
よし

功（1958年2月2日生）

所有する当社の株式数……………… 14,953株
取締役会出席状況…………………… 16/16回

　　
再 任

　
［略歴、当社における地位及び担当］
    1981年    4 月 当社入社
    2009年    7 月 当社徳山工場長
    2012年    7 月 当社研究開発本部副本部長兼化

学品研究部長
    2014年    4 月 当社執行役員兼研究開発本部長

兼化学品研究部長
    2015年    7 月 当社執行役員兼研究開発本部長
    2016年    8 月 当社執行役員兼研究開発本部長

兼研究管理部長
    2017年    4 月 当社執行役員兼生産技術本部長
    2017年    6 月 当社取締役兼執行役員兼生産技

術本部長

    2019年    6 月 当社取締役兼常務執行役員兼生
産技術本部長

    2020年    1 月 当社取締役兼常務執行役員兼生
産技術本部長兼生産技術部長

    2020年    4 月 当社取締役兼常務執行役員兼生
産技術本部長

    2021年    10月 当社取締役兼常務執行役員兼生
産技術本部管掌

    2022年    6 月 当社取締役兼常務執行役員兼生
産技術本部管掌兼研究開発本部
管掌
（現在に至る）

［重要な兼職の状況］
なし

取締役候補者とした理由
　愛川浩功氏は、研究開発部門及び生産技術部門等の業務経験を豊富に有しております。また、社内
の各種会議等において、特に研究開発戦略及び生産技術管理の観点からの積極的な意見、提言を行っ
ております。当社は、引き続き同氏の経験等を経営の監督に活かしたいため、取締役候補者としてお
ります。

　
（注）１．候補者　棚橋洋太氏の特別利害関係

　同氏は、京葉ケミカル㈱の代表取締役を兼務しており、同社は当社の営業の一部と同一部類の営業
を行っております。当社は同社より商品・原材料の購入及び同社への原材料の供給の取引関係があり
ます。

２．愛川浩功氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し

ており、当該保険契約の内容の概要は、「2　会社の現況（2）会社役員の状況 ③ 役員等賠償責任保
険契約の内容の概要等」に記載の通りです。取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保
険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内
容での更新を予定しております。

４．各候補者の所有する当社の普通株式数は、当期末（2026年３月31日）現在の株式数を記載しており
ます。また、日本化学工業役員持株会における本人持分を含めて記載しております。

－ 8 －



2026/05/23 15:31:28 / 25300672_日本化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

ご参考

氏名 役位(予定)

当社が特に期待する知見・経験
ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ
(性別)経営

戦略
研究
開発

生産
技術

グローバ
ル戦略

人事・
人材開発

営業・
マーケテ
ィング

リスクマ
ネジメン
ト・法務

財務戦
略・財務
会計

サステナ
ビリティ

棚橋洋太 代表取締役社長 〇 〇 〇 〇 男性

愛川浩功
取締役兼常務執行役員
兼生産技術本部管掌兼
研究開発本部管掌

〇 〇 〇 〇 〇 男性

佐藤　学 取締役
(常勤監査等委員) 〇 男性

多田智子 社外取締役
(監査等委員) 〇 〇 女性

剱持　健 社外取締役
(監査等委員) 〇 〇 〇 男性

戸木眞吾 社外取締役
(監査等委員) 〇 〇 〇 〇 男性

（ご参考）本総会後の役員の構成（予定）とスキルマトリックス

当社の取締役会は、研究開発・営業・生産技術・管理部門に精通し、その知識・経験・能力を十分に
有する取締役並びに専門知識と経験及び企業法務や監査に関する豊富な見識を有する独立社外取締役で
構成され、定款にて監査等委員以外の取締役を８名以内、監査等委員である取締役を５名以内としてお
ります。当社の取締役会は、全体としての知識・経験・能力のバランス及び多様性並びに規模が当社の
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の観点から最適となるよう努めております。第２号議案が原
案どおり承認可決されますと、役員の構成は以下のとおりとなります。

※サステナビリティ：環境及び安全
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ご参考

区　　　　分 2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

銘柄数
（銘柄）

上場
（みなし保有含む） 17 16 13 11 ８

非上場 17 17 17 17 17

貸借対照表
計上額

（百万円）

上場 5,458 5,337 5,238 3,782 4,357

みなし保有 1,797 2,089 3,131 4,030 3,894

非上場 147 147 147 147 147

合計 7,403 7,573 8,517 7,959 8,399

（ご参考）政策保有株式に関する方針

当社は、取引関係の維持・強化等を目的に、中長期的に当社の企業価値向上に資する可能性等を検証
した上で、必要と判断される株式を保有いたします。当該検証を踏まえ、保有する意義の乏しい銘柄に
ついては、市場への影響や事業面での影響等を考慮しつつ売却を行う方針です。
また、毎年、取締役会で、個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリス

クが資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検証しております。
当事業年度において、一部売却を含め４銘柄を売却いたしました。

（政策保有株式に係る議決権の行使基準）
政策保有株式に係る議決権の行使につきましては、その株式を管理する担当部門が担当役員に当該投

資先企業の議案内容を事前に報告し、当該投資先企業の経営状況や当社との関係性等を勘案し、最終的
には株主価値の向上に資するものかどうかの観点から個別に議案を精査して賛否の判断を行います。

以　上
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当事業年度の事業の状況

１ 企業集団の現況
事業報告（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

■当社グループの経営理念
　「人を大切に、技を大切に」

私達は、創業以来百有余年、大きな社会変動を乗り越えて良質な製品を作り続けてきまし
た。この伝統と実績を受け継ぎ「人」と「技」を両輪として新しい風を吹き起こし、より良い
製品とサービスによって豊かな社会に貢献します。

(１) 当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかに回復しつつあるものの、不安定な世界情勢
や金融資本市場の変動などの影響により、依然として先行き不透明な状況が続いております。
このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画に掲げる成長戦略の推進と新たな価
値の創造に向け、サステナビリティ経営の推進をベースとした「事業拡大と体質強化」、「グ
ローバル化の推進」、「新たな価値の創造」という３つの重点施策に、全社一丸となって取り
組んでまいりました。

「事業拡大と体質強化」
成長分野の一つである電子セラミック材料事業においては、徳山工場（山口県周南市）での
大型投資が完了し、福島第一工場との２拠点体制による安定供給体制の構築を実現しました。
電子部品・半導体市場では一時的な調整局面を経て、需要回復の動きが見られております。電
子部品向けについて需要拡大を見据えた事業基盤の整備を進める一方、半導体向けについては
資材コストの動向等を注視しながら、投資の検討を継続しております。
基礎分野においては、用途や顧客ニーズに応じた製品設計・品質水準の最適化、適切な価格
改定を通じて競争力の強化と収益構造の改善に取り組みました。加えて、事業効率化の一環と
して、子会社である東邦顔料工業株式会社を解散し、主力製品を愛知工場へ移管させ、事業ポ
ートフォリオの見直しを進めました。
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当事業年度の事業の状況

「グローバル化の推進」
海外市場の成長を取り込むため、海外販売拠点ネットワークを活用し、地域特性に応じた販
売活動および供給体制の強化に取り組み、電子部品・半導体関連製品の販売拡大と新たな環境
貢献製品の販売促進を進めております。
一方で、地政学的変化や国際情勢の不透明感の高まりにより、原燃料調達やサプライチェー
ンを取り巻く環境には引き続き不確実性が存在しております。原燃料調達先の複数化と調達地
域の分散化を進め、供給リスクの低減に取り組みました。

「新たな価値の創造」
サステナビリティを経営戦略の根幹に据え、社会課題の解決に貢献する新たな価値の創造に

取り組みました。研究開発においては、基盤技術やノウハウを活かしつつ、オープンイノベー
ションを推進し、研究開発プロセスの効率化および早期化を図りました。
また、研究開発部門と事業部門が連携し、量産化・事業化を見据えた開発体制を構築するこ
とで、高付加価値製品の創出に取り組みました。

そのような中、当連結会計年度の売上高は、電池材料、ホスフィン誘導体及び燐製品が減少
したものの、電子セラミック材料が大幅に増加したことで、売上高は増加しました。営業利益
につきましては、電池材料における原材料市況価格の変動と販売価格への転嫁にタイムラグが
生じたことや、前年度に発生した棚卸資産の評価損の減少効果が剥落したことに加え、上記の
売上構成の変化も影響したことで減少しております。この結果、当連結会計年度の売上高は、
前期比13億3千9百万円増の401億8千2百万円となり、営業利益は前期比9億2千6百万円減の
24億１千５百万円となり、経常利益は前期比8億2千4百万円減の23億7千5百万円となりまし
た。
この経常利益に固定資産売却益５億４百万円、投資有価証券売却益10億2千9百万円の特別

利益を加え、固定資産除却損2億1千5百万円、関係会社清算損5千8百万円の特別損失及び法人
税等13億8百万円を差引き、更に法人税等調整額5億6千8百万円を計上した結果、親会社株主
に帰属する当期純利益は前期比3億3千5百万円増の28億9千4百万円となりました。
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当事業年度の事業の状況

以下事業部門別の状況をご報告いたします。

〔化学品事業〕
化学品事業では、クロム製品はめっき向けが堅調に推移したことにより、売上高は前期並み
となりました。シリカ製品は堅調に推移したことにより、売上高は前期並みとなりました。燐
製品は低調に推移したことにより、売上高は減少しました。
この結果、化学品事業の売上高は、前期比3億6千8百万円減の179億1千6百万円となりまし

た。

〔機能品事業〕
機能品事業では、ホスフィン誘導体は海外向け触媒や量子ドット向けが大幅に伸びたもの

の、有機合成用触媒原料が大幅に落ち込んだことにより、売上高は大きく減少しました。農薬
原体は主要顧客向けが大幅に伸びたことにより、売上高は大きく増加しました。電池材料は資
源価格の下落により、売上高は大きく減少しました。電子セラミック材料は車載向けおよび通
信向けが大幅に伸びたことにより、売上高は大きく増加しました。回路材料は接着剤向けが大
幅に落ち込んだものの、異方性導電材料向けが資源価格の上昇に伴う価格改定により、売上高
は前期並みとなりました。高純度電子材料は、半導体向けで需要が回復したことにより、売上
高は大きく増加しました。
この結果、機能品事業の売上高は、前期比21億3千3百万円増の210億1千万円となりまし
た。

〔賃貸事業〕
賃貸事業は、堅調に推移したことにより、売上高は前期並みとなりました。
この結果、賃貸事業の売上高は、前期比2千3百万円増の9億4千万円となりました。

〔その他事業〕
書店事業は、事業撤退に伴い、売上高は大幅に減少しました。
この結果、報告セグメントに含まれない事業セグメントの売上高は、前期比4億4千8百万円
減の3億1千5百万円となりました。
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当事業年度の事業の状況

②　設備投資の状況
当連結会計年度中の設備投資額は、43億8千7百万円で、その主な内容は以下のとおりであ

ります。
イ．当連結会計年度中に完成した主要設備等
・徳山工場 電子セラミック材料設備 （増設）
・福島第一工場 電子セラミック材料設備 （更新）
ロ．当連結会計年度末現在工事継続中の主要設備等
・福島第一工場 電子セラミック材料設備 （更新）

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、設備投資等の資金として金融機関より長期借入金を20億円調達致し
ました。また、当社は機動的、安定的な資金調達を目的として、主要取引金融機関とシンジケ
－ト方式のコミットメントライン契約を締結しており、短期資金として利用しております。
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財産及び損益の状況

40,18238,075 38,538 38,843

第165期
（23年3月期）

第168期
（26年3月期）

第167期
（25年3月期）

第166期
（24年3月期）

（単位：百万円）売上高

2,375

1,412

2,383
3,199

第165期
（23年3月期）

第168期
（26年3月期）

第167期
（25年3月期）

第166期
（24年3月期）

（単位：百万円）経常利益

2,894

855
1,590

2,559

第165期
（23年3月期）

第168期
（26年3月期）

第167期
（25年3月期）

第166期
（24年3月期）

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

78,457

50,321

72,897 76,503 75,105

46,39545,04742,241

第165期
（23年3月期）

第168期
（26年3月期）

第167期
（25年3月期）

第166期
（24年3月期）

（単位：百万円）総資産/純資産
■総資産　■純資産

331.39

97.13
180.35

290.62

第165期
（23年3月期）

第168期
（26年3月期）

第167期
（25年3月期）

第166期
（24年3月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

5,799.58
4,793.39 5,106.27 5,311.05

第165期
（23年3月期）

第168期
（26年3月期）

第167期
（25年3月期）

第166期
（24年3月期）

（単位：円）1株当たり純資産額

区　　　　分
第 165 期 第 166 期 第 167 期 第 168 期

(当期）
2022. 4 . 1 から
2023. 3 .31まで

2023. 4 . 1 から
2024. 3 .31まで

2024. 4 . 1 から
2025. 3 .31まで

2025. 4 . 1 から
2026. 3 .31まで

売 上 高(百万円) 38,075 38,538 38,843 40,182
営 業 利 益(百万円) 1,292 2,264 3,342 2,415
経 常 利 益(百万円) 1,412 2,383 3,199 2,375
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 855 1,590 2,559 2,894

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 97円13銭 180円35銭 290円62銭 331円39銭
総 資 産(百万円) 72,897 76,503 75,105 78,457
純 資 産(百万円) 42,241 45,047 46,395 50,321
１ 株 当 た り 純 資 産 額 4,793円39銭 5,106円27銭 5,311円05銭 5,799円58銭

(２) 財産及び損益の状況
当社及び子会社からなる企業集団の財産及び損益の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式の総数により、また１株当たり純資産額は期末発行済株式の
総数により算出しております。なお、発行済株式の総数については自己株式を除いております。
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重要な親会社及び子会社等の状況

会 社 名 資本金 議決権比率
(％) 主 要 な 事 業 内 容

（連結子会社）
株式会社日本化学環境センター 10百万円 100 環境に関する測定と証明

株式会社ニッカシステム 10百万円 100 不動産の管理

JCI USA INC. 200千米ドル 100 工業薬品の売買、情報サービスの提
供

（持分法適用関連会社）
京葉ケミカル株式会社 200百万円 50 珪酸ソーダの製造・販売

エヌシー・テック株式会社 100百万円 50 亜酸化銅の製造・販売

(３) 重要な親会社及び子会社等の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社及び関連会社の状況（2026年3月31日現在）

（注）１．連結子会社であった東邦顔料工業株式会社は、2026年１月20日をもって清算結了したため、連結の
　　　　　範囲から除外しております。
　　　２．株式会社ニッカシステムは、2026年２月10日付で解散を決議し、清算手続き中であります。
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対処すべき課題

(４) 対処すべき課題
当社グループは『如何なる市場環境変化の時代においても、高収益体質企業を実現させ、長
年蓄積してきた「人と技術」を通して、高品質の製品とサービスを提供し、価値創造企業へ向
けて更なる挑戦を行う』を経営の基本方針に掲げております。
近年の事業環境は、地政学リスクの高まりや原燃料・資材コストの上昇、為替変動などの不
確実性に加え、電子部品・半導体関連市場における需要回復の遅れや、環境規制の強化など、
大きく変化しております。このような状況のもと、事業の持続的成長と企業価値の向上を両立
させるため、中長期的な視点に立った経営課題への対応が重要であると認識しております。

（中期経営計画）
　当社グループは、中期経営計画（2024－2026）において、「成長戦略の推進と新たな
価値の創造」を基本方針とし、サステナビリティ経営を基盤とした
①事業拡大と体質強化
②グローバル化の推進
③新たな価値の創造
の3つの重点施策に取り組んでおります。
　あわせて、資本効率を重視した経営を推進し、ROEの向上および株主資本コストの低減
を通じた企業価値の持続的な向上を重要な経営課題として位置づけております。

サステナビリティ経営の推進
　当社グループは、サステナビリティ経営の実践にあたり、環境・社会・経済のバランス
が不可欠であると認識しており、環境対応、人的資本の充実、ガバナンスの強化といった
非財務課題への取り組みを推進しております。

①事業拡大と体質強化
　成長分野である電子セラミック材料事業においては、大型投資の完了により強化された
安定供給体制を活かし、今後の需要拡大に対応可能な事業基盤の構築を進めてまいりま
す。また、主要顧客との協業を通じ、材料および製造プロセスの両面から開発力と市場対
応力の向上を図っております。一方、半導体向け材料については、資材コストの動向や市
場環境を慎重に見極めながら、投資の実行時期や規模を精査してまいります。
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対処すべき課題

　基礎分野においては、国内生産の強みを活かし、用途や顧客ニーズに応じた製品設計・
品質水準の最適化、適切な価格改定を通じて、競争力の強化と収益構造の改善に取り組ん
でおります。あわせて、不採算製品・事業の見直しを継続し、生産体制および資産の効率
化を図ることで、安定的に利益を確保できる事業体質への転換を引き続き目指してまいり
ます。
②グローバル化の推進
　海外市場における需要拡大や環境規制対応のニーズを的確に捉え、海外拠点の組織力お
よび拠点間連携の強化を図ることで、地域特性に応じた販売活動と供給体制の構築を進め
てまいります。また、地政学的リスクやサプライチェーン分断リスクへの対応として、調
達先の分散化や持続可能なサプライチェーンの構築に取り組み、事業継続性の強化を図っ
てまいります。
③新たな価値の創造
　これまでに培ってきたコア技術や知的財産に加え、オープンイノベーションを通じて、
研究開発力の強化に努めております。快適性の向上、エネルギーマネジメント、健康
（命）を守るといった分野において、社会課題の解決に貢献する新製品・新技術の創出に
挑戦し、研究開発から事業化までを見据えた高付加価値製品の創出を目指してまいりま
す。

中長期目標と企業価値向上に向けた取り組み
　企業価値をさらに向上すべく、2030年のありたい姿として営業利益60億円、ROE8%
（連結）を目標数値として設定しております。このありたい姿を実現するため、2026年度
を最終年度とする中期経営計画において、営業利益33億円、ROE6％（連結）を目標数値
として設定しております。持続的成長を可能とするため、中長期的な戦略や優先的に対処
すべき事業上の課題につきましては、部門横断的に分析および検討を行っております。さ
らに、資本コストについて、取締役会を通じて定期的に検証する体制を有しており、その
分析および検討の結果、構築された収益向上に向けた施策につきましては、中期経営計画
等に反映し公表しております。中期経営計画等の各種施策により収益力を向上させ、事業
構造の見直しや資産の効率化、キャッシュ創出強化を図ることで、企業価値およびPBRの
向上をめざしてまいります。

－ 18 －



2026/05/23 15:31:28 / 25300672_日本化学工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題

中期経営計画資料 https://www.nippon-chem.co.jp/ir/financial/presentations.html

統合報告書2025 https://www.nippon-chem.co.jp/dcms_media/other/integrated-report2025-2.pdf

資本コスト経営の
推進について

https://www.nippon-chem.co.jp/dcms_media/other/20260513_irrelease.pdf

株主との対話の実施
状況について

https://www.nippon-chem.co.jp/ir/stockholder/dialogue.html

　なお、詳細は、インターネット上の当社ウェブサイトをご参照ください。

株主の皆様におかれましては、今後ともご支援、ご協力を賜りますようお願い申しあげま
す。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

事 業 区 分 主 要 製 品 及 び 事 業 内 容

化 学 品 事 業 燐製品、クロム製品、シリカ製品等の製造・販売

機 能 品 事 業 電池材料、回路材料、電子セラミック材料等の電子材料関連製品及びホスフ
ィン誘導体、農薬原体等の製造・販売

賃 貸 事 業 不動産の管理

そ の 他 事 業 環境に関する測定と証明

(５) 主要な事業内容（2026年3月31日現在）

名　　　　称 所　在　地

本社、化学品営業部、機能品営業部 東京都江東区

福島第一工場 福島県郡山市

福島第二工場 福島県田村郡三春町

愛知工場 愛知県知多郡武豊町

徳山工場 山口県周南市

会　社　名 所　在　地

株式会社日本化学環境センター 福島県郡山市

株式会社ニッカシステム 東京都江東区

JCI USA INC. New York . USA

(６) 主要な営業所及び工場（2026年3月31日現在）
①　当社

（注）大阪地区営業事務所は、2025年6月30日をもって閉鎖いたしました。

②　子会社

（注）東邦顔料工業株式会社は、2026年１月20日をもって清算結了いたしました。
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従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

化 学 品 事 業 213名 ２名減

機 能 品 事 業 379名 １名増

賃 貸 事 業 - -

そ の 他 事 業 44名 ６名減

全 社 （ 共 通 ） 99名 10名増

合 計 735名 ３名増

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

691名 26名増 41.9歳 19.1年

(７) 従業員の状況（2026年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員としておりますが、一部の事業を除きパート及び派遣社員は含んでおりません。
２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているも
のであります。

３．賃貸事業につきましては、その他事業及び全社（共通）の従業員が兼務しております。

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、パート及び派遣社員は含んでおりません。
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主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 額

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ① 6,391百万円

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ② 2,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,658

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ③ 1,500

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ④ 1,500

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン ⑤ 500

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 375

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100

株 式 会 社 東 邦 銀 行 75

農 林 中 央 金 庫 62

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 37

(８) 主要な借入先の状況（2026年3月31日現在）

（注）１. シンジケートローン①は、株式会社三菱UFJ銀行を幹事とするその他４行からの協調融資によるもの
であります。

２. シンジケートローン②は、株式会社三菱UFJ銀行を幹事とするその他４行からの協調融資によるもの
であります。

３. シンジケートローン③は、株式会社みずほ銀行を幹事とするその他７行からの協調融資によるもので
あります。

４. シンジケートローン④は、株式会社三菱UFJ銀行を幹事とするその他３行からの協調融資によるもの
であります。

５. シンジケートローン⑤は、株式会社三菱UFJ銀行を幹事とするその他５行からの協調融資によるもの
であります。
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株式の状況

２ 会社の現況

①　発行可能株式総数 20,000,000株
②　発行済株式の総数 8,922,775株（自己株式246,024株を含む）
③　株主数 9,895名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本化学工業取引先持株会 911千株 10.50％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 894 10.31

明治安田生命保険相互会社 353 4.07

INTERACTIVE　BROKERS　LLC 267 3.08

松井証券株式会社 223 2.57

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 204 2.35

小西安株式会社 182 2.10

日本化学工業従業員持株会 166 1.91
STATE　STREET　BANK　AND　
TRUST　COMPANY　505103 160 1.84

河合　映治 157 1.81

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（監査等委員である取締役を除く） 4,428株 ２名

(１) 株式の状況（2026年3月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式（246,024株）を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　　　２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し、交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「２　会社の現況（2）会社役員の状況 ④ 取締役の報酬等 イ．
報酬等の内容の決定に関する方針 ４．株式報酬の内容、その額又は算定方法及び付与の時期又は条件の
決定に関する方針」に記載しております。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 棚 橋 洋 太 取締役会議長、経営会議議長
京葉ケミカル株式会社代表取締役

取 締 役 兼 常 務 執 行 役 員 愛 川 浩 功 生産技術本部管掌兼研究開発本部管掌

取締役（常勤監査等委員） 佐 藤 　 学

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 多 田 智 子

社会保険労務士
多田国際社会保険労務士法人代表社員
多田国際コンサルティング株式会社代表取締役
株式会社ムロコーポレーション社外取締役（監査等委
員）
ＳＧホールディングス株式会社社外監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 剱 持 　 健
公認会計士
剱持健公認会計士事務所代表
株式会社日本アクア社外取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 戸 木 眞 吾

(2) 会社役員の状況
①　取締役の状況（2026年3月31日現在）

（注）１. 多田智子氏、剱持健氏及び戸木眞吾氏は、社外取締役であります。
２. 多田智子氏は、2026年６月に株式会社ムロコーポレーション社外取締役（監査等委員）を退任する

予定です。
３. 当社は、社外取締役である多田智子氏、剱持健氏及び戸木眞吾氏を株式会社東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、常勤の監査等委員を置いて

おります。
５. 常勤監査等委員である取締役佐藤学氏及び監査等委員である取締役剱持健氏は、以下のとおり、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・常勤監査等委員である取締役佐藤学氏は、当社経理・財務部門における長年の経験と当社グループ

の事業内容及び財務等に関する豊富な見識を有しております。
・監査等委員である取締役剱持健氏は、公認会計士の資格を有しております。
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会社役員の状況

②　責任限定契約の内容の概要
当社は、佐藤学氏、多田智子氏、剱持健氏及び戸木眞吾氏との間で会社法第427条第１項に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま
す。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、保険会社との間で、当社及び子会社の取締役・監査役・執行役員（当事業年度に在

任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責
任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負
うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険
契約により保険会社が補填するものであり、１年毎に契約更新しております。

なお、当該保険契約では、犯罪行為や意図的に行なった違法行為を免責とすることにより、
当該役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

④　取締役の報酬等
イ．報酬等の内容の決定に関する方針

当社は、2025年５月14日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容につ
いて指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、
指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うもの
であると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次のとおりであります。
１. 基本方針

当社の監査等委員である取締役を除く取締役の個人別の報酬に関する基本方針は、持続的
な企業価値向上の実現に寄与する当社取締役としての責務、能力に見合った水準とするとと
もに、業績向上のインセンティブとして機能する妥当な水準、体系とする。具体的には、金
銭による固定報酬、業績連動報酬及び株式報酬を支給する。一方、監査等委員である取締役
には金銭による固定報酬のみを支給する。
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会社役員の状況

２. 固定報酬の個人別の報酬等の額及び付与の時期又は条件の決定に関する方針
取締役の固定報酬については、第三者機関より入手した同業他社等の報酬データを参考

に、取締役の役職に応じた責任と役割を勘案し作成した基本分テーブルに基づき決定し、毎
月支給する。

３. 業績連動報酬に係る業績指標の内容、その額又は算定方法及び付与の時期又は条件の決定に
関する方針

監査等委員である取締役を除く取締役の業績連動報酬については、当社の重視する経営指
標である営業利益等を基準に決定し、毎年当該事業年度終了後、毎月支給する。

４. 株式報酬の内容、その額又は算定方法及び付与の時期又は条件の決定に関する方針
株主との価値の共有を図り、中長期的な企業価値及び株主価値の向上に対する貢献意欲を

引き出すため、監査等委員である取締役を除く取締役に対し、譲渡制限期間を当社の取締役
を退任する日までの期間とする譲渡制限付株式を、毎年、一定の時期に付与する。付与する
株式の個数は、役位、職責等を踏まえて決定する。

５. 固定報酬の額、業績連動報酬の額及び株式報酬の額の取締役の個人別の報酬の額に対する割
合の決定に関する方針

監査等委員である取締役を除く取締役の報酬における固定報酬、業績連動報酬及び株式報
酬の割合は業績に応じて概ね固定報酬50%～90%、業績連動報酬40％～0%、株式報酬10％
とする。

６. 取締役の個人別の報酬等の決定の手続きに関する事項
取締役の個人別の報酬の内容は、代表取締役が限度額の範囲内で担当役員と原案を策定

し、委員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会の審議・答申を踏まえ、取締役
会の決議による委任に基づいて、代表取締役が決定する。

なお、監査等委員である取締役の報酬は、会社法第361条第3項に基づき、監査等委員であ
る取締役の協議で決定しております。

また、2026年5月13日開催の取締役会において、「６．取締役の個人別の報酬等の決定の
手続きに関する事項」の改定を決議しております。ただし、この決定に関する方針が報酬に反
映されるのは、2026年7月以降の報酬となります。
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会社役員の状況

区 分
報 酬等 の 総額

（百万円）
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対象となる役員の数

（人）固 定 報 酬 業績連動報酬 非 金 銭 報 酬
取締役（監査等委員を除く）
（社外取締役を除く） 92 62 21 ８ ２

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く） 20 20 — — １

社 外 取 締 役 20 20 — — ４

「６．取締役の個人別の報酬等の決定の手続きに関する事項
取締役の個人別の報酬の内容は、代表取締役が限度額の範囲内で担当役員と原案を策定し、

委員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会の審議・答申を踏まえ、取締役会で決
定する。」

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 上表には、2025年６月26日開催の第167期定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名
を含んでおります。

２. 取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第157期定時株
主総会において年額3億円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等
委員である取締役を除く）の員数は6名（うち、社外取締役は0名）であります。
また、2021年6月24日開催の第163期定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除
く）に対して、譲渡制限付株式報酬額として年額3千万円以内、株式数の上限を年30,000株と決議い
ただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は4名
です。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年６月25日開催の第157期定時株主総会において年
額１億円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は
3名（うち、社外取締役は2名）です。

４. 上表の非金銭報酬には、当事業年度における譲渡制限付株式報酬の費用計上額を記載しております。
５. 業績連動報酬にかかる業績指標は主に営業利益等であり、その実績は「１ 企業集団の現況（2）財産

及び損益の状況」のとおりであります。当該指標を選択した理由並びに支給額の算定方法は「④　取
締役の報酬等　イ．報酬等の内容の決定に関する方針」に記載のとおりであります。

６. 取締役会は、代表取締役社長（取締役会議長、経営会議議長）棚橋洋太に対し各取締役（監査等委員
である取締役を除く）の個人別報酬の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等
を勘案しつつ各取締役（監査等委員である取締役を除く）の担当部門について評価を行うには代表取
締役社長が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前
に指名・報酬委員会がその妥当性等について確認しております。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当 社 と の 関 係

社 外
取 締 役 多 田 智 子

多田国際社会保険労務士法人代表社員
多田国際コンサルティング株式会社代
表取締役
株式会社ムロコーポレーション社外取
締役（監査等委員）
ＳＧホールディングス株式会社社外監
査役

いずれも特別の関係はありません。

社 外
取 締 役 剱 持 　 健 剱持健公認会計士事務所代表

株式会社日本アクア社外取締役 いずれも特別の関係はありません。

社 外
取 締 役 戸 木 眞 吾 - -

⑤　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）多田智子氏は、2026年６月に株式会社ムロコーポレーション社外取締役（監査等委員）を退任する予定
です。
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会社役員の状況

主 な 活 動 状 況
社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役(監査等委員)
多 田 智 子

当事業年度開催の取締役会16回のうち15回、監査等委員会10回のうち10回、指
名・報酬委員会5回のうち5回に出席いたしました。
社会保険労務士としての専門的知見に基づき、取締役からの業務執行状況の聴
取、定期的な各部門の監査の実施、並びに指名・報酬委員会委員長として、同
委員会の議事運営を主宰、当社の取締役候補者の選定を行っております。
また、取締役会及び監査等委員会において、業務執行から独立した客観的・中
立的な立場から、有益な提言・意見表明等を行っております。

社外取締役(監査等委員)
剱 持 　 健

当事業年度開催の取締役会16回のうち16回、監査等委員会10回のうち10回、指
名・報酬委員会5回のうち5回に出席いたしました。
会社の経営に関与した経験及び公認会計士としての専門的知見に基づき、取締
役からの業務執行状況の聴取、定期的な各部門の監査の実施、並びに指名・報
酬委員会にて当社の取締役候補者の選定を行っております。
また、取締役会及び監査等委員会において、業務執行から独立した客観的・中
立的な立場から、有益な提言・意見表明等を行っております。

社外取締役(監査等委員)
戸 木 眞 吾

2025年6月26日就任以降に開催された取締役会10回のうち10回、監査等委員会
7回のうち7回、指名・報酬委員会2回のうち2回に出席いたしました。
会社の経営に関与した豊富な見識に基づき、取締役からの業務執行状況の聴
取、定期的な各部門の監査の実施、並びに指名・報酬委員会にて当社の取締役
候補者の選定を行っております。
また、取締役会及び監査等委員会において、業務執行から独立した客観的・中
立的な立場から、有益な提言・意見表明等を行っております。

ロ．当事業年度における主な活動状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第27条の規定に基づき、取締役会決議が
あったものとみなす書面決議が１回ありました。
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会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 39百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 39

(3) 会計監査人の状況
①　名称　EY新日本有限責任監査法人
②　報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由
当社監査等委員会は、会計監査人の報酬等について、会計監査人の監査計画、会計監査の活
動実績及び報酬見積りの算出根拠の適正性等について適切であると判断したため、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 消 費 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

31,070
8,112
61
775

10,518
3,879
3,388
3,789

0
555
△10

47,386
34,564
13,549
8,726
7,122
3,801
1,365
463
463

12,358
5,126
20
77

6,913
245
△23　

流 動 負 債 19,522
支払手形及び買掛金 3,233
短 期 借 入 金 10,275
未 払 法 人 税 等 1,048
未 払 消 費 税 等 166
賞 与 引 当 金 461
設 備 関 係 未 払 金 1,938
そ の 他 2,398
固 定 負 債 8,613
長 期 借 入 金 4,125
繰 延 税 金 負 債 2,356
退 職給付に係る負債 203
そ の 他 1,928
負 債 合 計 28,136

（純資産の部）
株 主 資 本 43,016
資 本 金 5,757
資 本 剰 余 金 2,267
利 益 剰 余 金 35,676
自 己 株 式 △684

その他の包括利益累計額 7,305
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 2,585

為 替 換 算 調 整 勘 定 172
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額 4,547

純 資 産 合 計 50,321
資 産 合 計 78,457 負 債 純 資 産 合 計 78,457

連結計算書類
第168期連結貸借対照表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日)

科 目 金 額
売 上 高 40,182
売 上 原 価 32,182
売 上 総 利 益 8,000

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,584
営 業 利 益 2,415

営 業 外 収 益 293
受 取 利 息 及 び 配 当 金 149
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3
そ の 他 141

営 業 外 費 用 333
支 払 利 息 170
支 払 手 数 料 53
休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 51
そ の 他 58
経 常 利 益 2,375

特 別 利 益 1,533
固 定 資 産 売 却 益 504
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,029

特 別 損 失 273
固 定 資 産 除 却 損 215
関 係 会 社 清 算 損 58
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,634
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,308
法 人 税 等 調 整 額 △568 740
当 期 純 利 益 2,894
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,894

第168期連結損益計算書

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

29,639
6,708
61
775

10,533
3,838
3,391
3,788
264
143
11
91
41
△11

41,174
34,409
11,670
1,872
8,655
73

1,207
7,122

8
3,798
447
310
136
6,317
4,504
412
124
20
42

1,162
74
△23　

（負債の部）
流 動 負 債 19,559
買 掛 金 3,245
短 期 借 入 金 10,375
リ ー ス 債 務 3
未 払 金 364
未 払 費 用 155
未 払 法 人 税 等 1,033
未 払 消 費 税 等 151
預 り 金 1,744
賞 与 引 当 金 436
設 備 関 係 未 払 金 1,938
そ の 他 111

固 定 負 債 7,170
長 期 借 入 金 4,125
リ ー ス 債 務 5
繰 延 税 金 負 債 259
退 職 給 付 引 当 金 887
資 産 除 去 債 務 155
長 期 預 り 金 1,736

負 債 合 計 26,729
（純資産の部）

株 主 資 本 41,498
資 本 金 5,757
資 本 剰 余 金 2,267
資 本 準 備 金 2,267

利 益 剰 余 金 34,158
利 益 準 備 金 937
そ の 他 利 益 剰 余 金 33,221
固定資産圧縮積立金 2,529
別 途 積 立 金 16,000
繰 越 利 益 剰 余 金 14,691

自 己 株 式 △684
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,585
その他有価証券評価差額金 2,585

純 資 産 合 計 44,084
資 産 合 計 70,813 負 債 純 資 産 合 計 70,813

計算書類
第168期貸借対照表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日)

科 目 金 額
売 上 高 39,757
売 上 原 価 31,882
売 上 総 利 益 7,874

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,332
営 業 利 益 2,542

営 業 外 収 益 283
受 取 利 息 及 び 配 当 金 140
そ の 他 143

営 業 外 費 用 319
支 払 利 息 171
休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 51
支 払 手 数 料 53
そ の 他 43
経 常 利 益 2,507

特 別 利 益 1,337
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,029
関 係 会 社 株 式 清 算 益 308

特 別 損 失 405
固 定 資 産 除 却 損 215
固 定 資 産 売 却 損 190
税 引 前 当 期 純 利 益 3,439
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,274
法 人 税 等 調 整 額 △577 697
当 期 純 利 益 2,742

第168期損益計算書

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

取　締　役　会　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 丸 山 高 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 村  康 行

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

日本化学工業株式会社

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、日本化学工業株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本
化学工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査報告
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して
除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
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取　締　役　会　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 丸 山 高 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 村  康 行

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

日本化学工業株式会社

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日本化学工業株式会社の2025年４月１日から2026年３月
31日までの第168期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第168期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき、以下のとおり報告いた
します。
１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議
の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

一　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインターネット等を
経由した手段も活用しながら、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
二　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2021年11月
16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。なお、監査上の主要な検討事項については、EY新日本有限責任監査法人と協議を行うとと
もに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

監査等委員会の監査報告書
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査等委員 佐 藤 　 学 ㊞
監 査 等 委 員 多 田 智 子 ㊞
監 査 等 委 員 剱 持 　 健 ㊞
監 査 等 委 員 戸 木 眞 吾 ㊞

2026年５月18日
日本化学工業株式会社　監査等委員会

（注）監査等委員多田智子、剱持健及び戸木眞吾は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
規定する社外取締役であります。

以　上

－ 40 －
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株主メモ

事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日
定 時 株 主 総 会 ６月下旬
株 主 確 定 基 準 日 ⑴　定時株主総会議決権行使株主

⑵　期末配当金受領株主
⑶　中間配当金受領株主

３月31日
３月31日
９月30日

　その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日を定めます。
株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 （ 注 ） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電話　0120-232-711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所
公 告 方 法 電子公告により行います。やむを得ない事由により、電子公告によることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行います。
公告掲載ＵＲＬ
https://www.nippon-chem.co.jp/

（ご注意）
１．株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設さ
れている口座管理機関（証券会社等）で承ることになっております。口座を開設されている証券会社等に
お問い合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意く
ださい。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関
となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせください。
なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店においてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。

株主メモ
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会　会場ご案内図

首都高速７号小松川線
旧
中
川

旧
中
川

日本化学工業株式会社
本店

東京城東病院東京城東病院

都営新宿線都営新宿線
東大島駅
東大島駅

大
島
小
松
川
公
園

浅間神社 京葉道路　浅間神社 京葉道路　
亀戸九丁目亀戸九丁目

大島八丁目

至新宿

至本八幡

東大島図書館

大島口

第三大島
小学校
第三大島
小学校

大島九丁目
すくすく公園

新大橋通り

亀戸浅間神社亀戸浅間神社

日本化学工業株式会社本店　　研究棟記念ホール
〒136-8515　東京都江東区亀戸九丁目11番１号

電　話　03（3636）8111
●ＪＲ総武線「亀戸駅」（東口）下車、水神森バス停留所よりバス（今井、
葛󠄁西駅前、小岩駅前行きのいずれか）にて浅間神社下車、徒歩５分。
●地下鉄都営新宿線「東大島駅」（大島口）下車、徒歩８分。

※当日は当社では軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますのでご了承賜り
ますようお願い申しあげます。株主の皆さまにおかれましても軽装にてご出席くださ
いますようお願い申しあげます。


